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第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

１ 主要な経営指標等の推移 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期 

会計期間 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成13年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ３月31日 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成15年
  ３月31日

営業収益 (百万円) 31,915 31,708 30,399 65,343 62,998

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △2,125 1,729 △423 △1,945 1,152

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) △2,315 1,400 △395 △2,141 538

純資産額 (百万円) 4,087 5,509 4,233 4,289 4,660

総資産額 (百万円) 53,127 44,706 46,228 49,550 40,419

１株当たり純資産額 (円) 40,823.16 55,023.37 42,285.25 42,841.46 46,510.59

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△) 

(円) △23,538.59 13,985.90 △3,950.28 △21,576.52 5,344.45

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 7.7 12.3 9.2 8.7 11.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,044 2,245 △1,177 △4,102 3,824

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,423 297 44 △6,610 123

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 8,898 △2,070 884 7,548 △4,551

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 9,413 5,564 4,079 5,173 4,442

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 
369

〔645〕
386

〔603〕
357

〔573〕
360 

〔588〕
358

〔473〕

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期 

会計期間 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成13年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ３月31日 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成15年
  ３月31日

営業収益 (百万円) 31,706 31,211 29,913 64,570 61,940

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △1,515 2,000 △598 △1,412 1,340

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) △2,221 1,530 △434 △2,123 729

資本金 (百万円) 11,381 11,381 11,381 11,381 11,381

発行済株式総数 (株) 100,122 100,122 100,122 100,122 100,122

純資産額 (百万円) 4,508 6,141 4,822 4,633 5,284

総資産額 (百万円) 51,504 43,821 46,354 47,965 40,423

１株当たり純資産額 (円) 45,025.93 61,344.92 48,163.78 46,278.58 52,776.39

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△) 

(円) △22,582.22 15,288.51 △4,337.54 △21,401.10 7,285.14

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 8.8 14.0 10.4 9.7 13.1

従業員数 (名) 312 331 298 312 305

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

 

２ 事業の内容 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 

３ 関係会社の状況 

非連結子会社でありました、ワウワウクラブ・ドットコム㈱は当中間連結会計期間中に清算いたし

ました。 

その他重要な関係会社の異動はありません。 
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４ 従業員の状況 

(1) 連結会社における状況 

(平成15年９月30日現在) 

事業の種類の名称 従業員数(名) 

放送事業 357(573) 

合計 357(573) 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

 

(2) 提出会社の状況 

(平成15年９月30日現在) 

従業員数(名) 298 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、平成４年12月11日に設立されました。 

平成15年９月30日現在、組合員数は136名であります。(ユニオンショップ制) 

なお、労使関係については概ね良好であります。 

連結子会社３社は労働組合組織を持っておりません。 



ファイル名:020_0596500501512.doc 更新日時:2003/12/19 15:20 印刷日時:03/12/19 15:35 

― 4 ― 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概要 

(1) 業績 

当中間期のわが国経済は、個人消費の低迷や厳しい雇用情勢が続くなか、米国経済の回復による景気持ち直しに

期待がかかったものの、先行きの景況感は依然として不透明で、景気も停滞した状況下で推移いたしました。 

このような状況下、当社の中間期の加入推進は、３月から「新生ＷＯＷＯＷ」として「３－５月キャンペーン」

をスタートさせ、「変える」をキーワードに、「番組編成」「プロモーション」「営業施策」などを改革し、デジ

タル・アナログ両面での加入推進を展開いたしました。 

番組編成面では、①オリジナルドラマ・プロジェクト「ドラマＷ」等制作による独自性の強化、②定曜定時のわ

かりやすい編成の導入、③朝８時の名作映画枠などシニア層に配慮した番組の充実、④ハイビジョン、5.1ｃｈサラ

ウンド・ステレオ番組を強化いたしました。 

また、営業・プロモーション面では、“ＷＯＷＯＷの良さを伝える”べく、広告、店頭、インターネット、イベ

ントなどが連動したトータルプロモーションを展開するとともに、新規加入者への特典として、加入料、デコーダ

代（アナログの場合）などの初期費用に加えて、視聴料１ヶ月分を無料にするなどのキャンペーン施策で需要を喚

起してまいりました。 

夏の商戦期には、６月から７月末まで、ＤＶＤレコーダーが抽選で当たる「夏のエンタメ・プレゼント」キャン

ペーンを展開するとともに、７月６日には、恒例となった夏の「無料放送」を実施し、ＷＯＷＯＷの魅力を未加入

者へ広く訴求してまいりました。また、７月には、映画に加えて「海外ドラマのＷＯＷＯＷ」をＰＲするために、

全国５都市（札幌、東京、名古屋、大阪、福岡）で、海外ドラマ全国縦断試写会を実施するとともに、この夏、デ

ビュー２５周年を迎えたサザンオールスターズの野外ライブのハイビジョン独占生中継など、大型イベント番組を

中心とした多面的なプロモーションを展開してまいりました。 

また、加入受付についても、電気店やケーブルテレビ局などの代理店に加えて、イベント会場やインターネット、

ＢＳデジタルのデータ放送チャンネルなど新規ルートでの加入促進も積極的に推進してまいりました。 

当社グループの活動では、コールセンター業務や顧客管理業務を行っている（株）ワウワウ・コミュニケーショ

ンズが、事業のさらなる拡大に備えて、業務の合理化とリスク分散を図るために、横浜市、埼玉県川口市に次ぐ第

３のセンターを沖縄県の那覇市に開設いたしました。また、携帯端末向け番組情報の配信を行っている（株）ケー

タイワウワウでは、中国や米国など海外での事業展開に向けて着々と準備を進めるとともに、９月から携帯電話で

外出先からテレビ番組の予約ができるサービスを開始し、さらに１１月からは番組テーマ曲の着メロやタレント写

真を配信する有料情報提供を開始する準備を進めています。 

 

以上の結果、アナログ・デジタル合計の当中間期の新規加入者数は162,388名 [前年同期比63.4％増]（内、デジ

タル38,520名）、解約者数は165,072名 [前年同期比23.2％減]（内、デジタル14,310名）、結果、差引正味累計加

入者数は 2,684名の純減［前年同期に比べ112,757名の改善］となり、累計正味加入者数は2,495,840名[前年同期比

2.2％減]（内、デジタル347,024名）となりました。 
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当中間期における連結の営業収益は、前年度の累計加入者の減少により、303億99百万円と前中間連結会計期間に

比べ、13億9百万円（前年同期比4.1％減）の減収となっております。また営業費用は307億60百万円となり、新規加

入者獲得増にともなうデコーダ費用の増加および前述のキャンペーン費用にともなう販促宣伝費の増加等により9億

83百万円（前年同期比3.3％増）の増加となっております。以上により、営業損失は3億60百万円と前年同期に比べ

22億92百万円の減益となりました。その他、為替差益2億57百万円、110度ＣＳデジタル放送関連の関係会社の立ち

上げ期における損失を主因とする持分投資損失の計上2億16百万円等により、経常損失は4億23百万円（前年同期に

比べ21億53百万円の減益）となりました。なお、特別損益として投資有価証券売却益1億66百万円の計上等により税

金等調整前中間純損失は2億52百万円（前年同期に比べ17億48百万円の減益）、中間純損失は3億95百万円と前年同

期に比べ17億95百万円の減益となりました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、前期末残高より3億62百万円減少し40億79百万

円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の減少は、11億77百万円であり、前中間連結会計期間に比べ

34億22百万円減少しました。この減少の主な原因は、税金等調整前中間純利益が前中間連結会計期間に比べ17億

48百万円減少したこと、「リーガ・エスパニョーラ」等の放送権の購入に基づくたな卸資産が増加したことによ

るものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の増加は、44百万円であり、前中間連結会計期間に比べ2億52

百万円減少しました。この減少の主な原因は、前中間連結会計期間では、定期預金の払戻による収入8億26百万円

があったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加は8億84百万円であり、シンジケートローンによる長期

借入金の資金調達60億円、短期借入金による資金調達10億円、借入金返済による減少58億17百万円等によるもの

です。 
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２ 生産、受注及び販売の状況 

当中間連結会計期間における営業収益実績を収入区分別に示すと、次のとおりであります。 
(単位：百万円) 

区分 営業収益 前年同期比(％) 

有料放送収入 28,988 △5.1 

 加入料収入 79 △77.8 

 視聴料収入 28,908 △4.2 

広告放送収入 182 34.1 

その他の収入 1,228 19.5 

合計 30,399 △4.1 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 販売の相手先は一般視聴者であり、主な相手先別に記載するべきものはありません。 
 

加入方法及び有料放送の料金体系 

(1) 加入方法 

① BSデコーダの供与による視聴(直接受信)の場合 

加入受付は、特約店業務委託契約をしている電気店等で行っております。 

② ケーブルテレビ局経由による視聴の場合 

加入受付は、当社が契約しているケーブルテレビ局を通じて行っております。 

料金体系表 

Ⅰ アナログ 
 

料金体系 

① 加入料 

BSデコーダの供与を 
行う場合 

一括払い  11,000円

( 内訳：加入料   3,000円
デコーダ代 8,000円)

 

 分割払い
12回 
均等払

12,000円

BSデコーダの供与を 
行わない場合 

一括払い  3,000円

 
② 視聴料 

月額視聴料   2,000円

支払方法 毎月払い  2,000円

 ３ケ月分前払い  6,000円

 ６ケ月分 〃  11,400円

 １年分前払い  22,000円
 

 

Ⅱ デジタル 
 

料金体系 

① 加入料 一括払い 3,000円

② 視聴料 月額払い 2,300円
 
(注) １ 上記加入料・視聴料については、加入促進キャンペーン等により一時的に割引が行われること

があります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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３ 対処すべき課題 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。 

 

４ 経営上の重要な契約等 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

 

５ 研究開発活動 

当社は公共の電波を用い、視聴者に高品位で多様な番組を提供すべく、これに関連する伝送、限定

受信、デジタル多様放送等の企画・開発をメーカー、研究機関と連携しながら推進しており、今年度

は、サーバー型放送の運用・受信機仕様に関る規格策定等に貢献しております。 

なお、研究開発費は当社独自には計上しておりません。 
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第３ 設備の状況 

１ 主要な設備の状況 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 設備の新設、除却等の計画 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。 

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 

(1) 株式の総数等 

① 株式の総数 

 

種類 会社が発行する株式の総数 

普通株式 
株

330,000

計 
株

330,000

 

② 発行済株式 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数 

(平成15年９月30日) 

提出日現在 
発行数 

(平成15年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 
株 

100,122 
株

100,122
東京証券取引所 
(東証マザーズ) 

― 

計 
株 

100,122 
株

100,122 ― ― 

 

(2) 新株予約権等の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 発行済株式総数、資本金等の状況 

 

発行済株式総数 資本金 資本剰余金 

年月日 

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高 

摘要 

平成15年９月30日 
株 

― 
株

100,122 
百万円

―
百万円

11,381
百万円

―
百万円 

10,956 ― 
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(4) 大株主の状況 

平成15年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合 

株式会社フジテレビジョン 港区台場2－4－8 
株 

6,736 
％

6.73

三菱商事株式会社 千代田区丸の内2－6－3 5,006 5.00

株式会社東京放送 港区赤坂5－3－6 4,913 4.91

日本テレビ放送網株式会社 港区東新橋1－6－1 4,082 4.08

株式会社電通 港区東新橋1－8－1 3,004 3.00

松下電器産業株式会社 門真市大字門真1006 3,004 3.00

株式会社東芝 港区芝浦1－1－1 3,000 3.00

株式会社朝日新聞社 中央区築地5－3－2 2,276 2.27

株式会社西友 豊島区東池袋3－1－1 2,080 2.08

東京急行電鉄株式会社 渋谷区南平台町5－6 2,080  2.08

株式会社産業経済新聞社 千代田区大手町1－7－2 1,730 1.73

株式会社テレビ朝日 港区六本木6－9－1 1,730 1.73

株式会社テレビ東京 港区虎ノ門4－3－12 1,730 1.73

株式会社日本経済新聞社 千代田区大手町1－9－5 1,730 1.73

株式会社読売新聞東京本社 千代田区大手町1－7－1 1,730 1.73

計  44,831 44.78
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(5) 議決権の状況 

① 発行済株式 

平成15年９月30日現在 

区   分 株式数(株) 議決権の数（個） 内  容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 100,122 100,122 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数      100,122 ― ― 

総株主の議決権 ― 100,122 ― 

(注)「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が380株含まれております。 

     ｢議決権の数｣に、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係わる議決権の数380個が含まれております。 

 

② 自己株式等 

平成15年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

 

２ 株価の推移 

(単位：円) 

月別 
平成15年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高 86,000 120,000 104,000 105,000 117,000 115,000

当該中間会計期間 
における月別 
最高・最低株価 

最低 69,000 75,600 82,900 82,500 93,000 99,000

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

 

３ 役員の状況 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 
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第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は、改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改正後の中間財

務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成

14年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)並びに当中間連

結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成15年４月１日から

平成15年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査

を受けております。 
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１ 中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

(単位：百万円) 

前中間連結会計期間末

平成14年９月30日現在

当中間連結会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成15年３月31日現在

期別 
 

科目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％ ％

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※２ 6,969 5,362  5,824

２ 売掛金  1,294 1,323  1,315

３ 番組勘定  13,623 19,373  12,044

４ 貯蔵品  773 557  452

５ その他  821 640  532

貸倒引当金  △65 △83  △63

流動資産合計  23,417 52.4 27,172 58.8 20,105 49.7

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※1,2  

(1) 放送衛星  3,152 2,567  2,859

(2) 建物及び構築物  2,606 2,471  2,504

(3) 機械及び装置  662 555  618

(4) その他  176 146  153

有形固定資産合計  6,598 14.8 5,741 12.4 6,136 15.2

２ 無形固定資産   

(1) 借地権  5,008 5,011  5,011

(2) ソフトウェア  1,910 1,232  1,561

(3) その他  336 109  302

無形固定資産合計  7,256 16.2 6,353 13.7 6,875 17.0

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  6,655 6,114  6,466

(2) その他  808 899  857

貸倒引当金  △30 △52  △22

投資その他の資産合計  7,434 16.6 6,961 15.1 7,301 18.1

固定資産合計  21,289 47.6 19,055 41.2 20,313 50.3

資産合計  44,706 100.0 46,228 100.0 40,419 100.0
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(単位：百万円) 

前中間連結会計期間末

平成14年９月30日現在

当中間連結会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成15年３月31日現在

期別 
 

科目 
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％ ％

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  8,739 13,770  7,199

２ 短期借入金 ※２ 5,270 1,000  3,961

３ 
１年以内返済予定の 
長期借入金 

※２ 1,422 1,000  1,329

４ 未払費用  2,309 3,247  3,398

５ 前受収益  14,357 12,724  13,350

６ 賞与引当金  431 157  176

７ その他  1,612 1,770  2,043

流動負債合計  34,144 76.4 33,670 72.8 31,459 77.8

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※２ 1,050 5,000  526

２ 長期未払金  2,675 2,097  2,404

３ 退職給付引当金  637 666  679

４ 役員退職慰労引当金  189 207  220

５ その他  318 141  277

固定負債合計  4,871 10.9 8,112 17.6 4,108 10.2

負債合計  39,016 87.3 41,783 90.4 35,567 88.0

(少数株主持分)  

少数株主持分 181 0.4 211 0.4 191 0.5

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  11,381 25.5 11,381 24.6 11,381 28.2

Ⅱ 資本剰余金  10,956 24.5 10,956 23.7 10,956 27.1

Ⅲ 利益剰余金  △16,896 △37.8 △18,087 △39.1 △17,688 △43.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  68 0.1 △15 0.0 11 0.0

   資本合計  5,509 12.3 4,233 9.2 4,660 11.5

負債､少数株主持分 
及び資本合計 

 44,706 100.0 46,228 100.0 40,419 100.0
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② 中間連結損益計算書 

(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

期別 
 

科目 
金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

  ％ ％  ％

Ⅰ 営業収益    31,708 100.0 30,399 100.0  62,998 100.0

Ⅱ 営業費用    

１ 事業費  18,270 18,407 37,706 

２ 販売費及び一般管理費 ※１ 11,505 29,776 93.9 12,352 30,760 101.2 23,626 61,332 97.4

営業利益又は営業損失
(△) 

  1,932 6.1 △360 △1.2  1,665 2.6

Ⅲ 営業外収益    

１ 受取利息  26 8 44 

２ 為替差益  240 257 103 

３ その他  34 302 1.0 50 317 1.0 56 204 0.3

Ⅳ 営業外費用    

１ 支払利息  93 62 163 

２ 持分法による投資損失  380 216 538 

３ 支払手数料  ― 91 ― 

４ その他  30 504 1.6 9 379 1.2 14 716 1.1

経常利益又は経常損失
(△) 

  1,729 5.5 △423 △1.4  1,152 1.8

Ⅴ 特別利益    

 １ 投資有価証券売却益  ― 166 3 

 ２ 貸倒引当金戻入益  25 ― 32 

 ３ 持分変動損益  18 ― 18 

 ４ 関係会社清算分配金  ― 43 0.1 38 204 0.7 ― 53 0.1

Ⅵ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※２ 100 34 252 

 ２ 投資有価証券評価損  59 ― 59 

 ３ 関係会社株式評価損  116 277 0.9 ― 34 0.1 199 512 0.8

税金等調整前中間 
(当期)純利益又は純損
失(△) 

  1,495 4.7 △252 △0.8  693 1.1

法人税、住民税及び 
事業税 

 131 101 245 

法人税等調整額  △35 95 0.3 14 115 0.4 △100 145 0.2

少数株主利益  ― ― ― 26 0.1  9 0.0

中間(当期)純利益又は
純損失(△) 

  1,400 4.4 △395 △1.3  538 0.9
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③ 中間連結剰余金計算書 

(単位：百万円) 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

期別 
 

科目 
金額 金額 金額 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  10,956 10,956 10,956 10,956 10,956 10,956

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 10,956 10,956  10,956

    

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △18,138 △17,688  △18,138

Ⅱ 利益剰余金増加高    

新規持分法適用による利
益剰余金増加高 

 ― ―  69 

中間(当期)純利益  1,400 1,400 ― ― 538 608

Ⅲ 利益剰余金減少高    

   新規持分法適用による利
益剰余金減少高 

 158 ―  158 

   役員賞与  ― 3  ― 

   中間純損失  ― 158 395 399 ― 158

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 △16,896 △18,087  △17,688
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円) 

前中間連結会計期間
自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

期別 
 

科目 
金額 金額 金額 

  
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前中間(当期)純利益又は 
  税金等調整前中間純損失(△) 

1,495 △252 693 

２ 減価償却費 1,261 917 2,456 

３ 貸倒引当金の増加額又は減少額(△) △8 50 △10 

４ 賞与引当金の増加額又は減少額(△) 28 △18 △226 
５ 退職給付引当金の増加額又は 
  減少額(△) 

52 △13 95 

６ 役員退職慰労引当金の増加額又は 
  減少額(△) 

10 △13 41 

７ 受取利息及び受取配当金 △27 △9 △45 

８ 支払利息 93 62 163 

９ 為替差損益 308 217 383 

10 持分法による投資損益 380 216 538 

11 投資有価証券売却損益 ― △166 △3 

12 関係会社清算分配金 ― △38 ― 

13 持分変動損益 △18 ― △18 

14 固定資産除却損 100 34 252 

15 投資有価証券評価損 59 ― 59 

16 関係会社株式評価損 116 ― 199 

17 売上債権の増加額(△) △592 △664 △1,619 

18 たな卸資産の増加額(△)又は減少額 1,203 △7,432 3,103 

19 仕入債務の増加額又は減少額(△) △905 6,570 △2,445 
20 未払消費税等の増加額又は減少額

(△) 
△94 △284 10 

21 その他資産の増加額(△)又は減少額 170 △154 430 

22 その他負債の増加額又は減少額(△) △1,321 72 △94 

小計 2,313 △906 3,967 

23 利息及び配当金の受取額 27 9 45 

24 利息の支払額 △77 △42 △145 

25 法人税等の支払額 △18 △238 △41 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,245 △1,177 3,824 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入による支出 △7 △3 △11 

２ 定期預金の払戻による収入 826 ― 826 

３ 有形固定資産の取得による支出 △144 △176 △235 

４ 無形固定資産の取得による支出 △254 △80 △263 

５ 投資有価証券の取得による支出 △108 ― △191 

６ 投資有価証券の売却による収入 ― 266 6 

７ 関係会社清算による収入 ― 38 ― 

８ その他 △13 0 △5 

投資活動によるキャッシュ・フロー 297 44 123 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 割賦代金の支払による支出 △531 △293 △1,084 

２ 短期借入による収入 1,748 1,000 1,748 

３ 短期借入金返済による支出 △2,670 △3,961 △3,979 

４ 長期借入による収入 646 6,000 646 

５ 長期借入金返済による支出 △1,462 △1,855 △2,080 

６ 少数株主への発行の発行による収入 199 ― 199 

 ７ 少数株主への配当金の支払額 ― △5 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,070 884 △4,551 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △80 △114 △127 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は 
  減少額(△) 

391 △362 △730 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,173 4,442 5,173 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

5,564 4,079 4,442 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

期別 
項目 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事
項 

 (1) 連結子会社 

 
 
㈱ワウワウプログラミング、㈱
ワウワウ・コミュニケーション
ズ、サンセントシネマワークス
㈱及び㈱ワウワウ・マーケティ
ングの４社であります。 

 
 
㈱ワウワウプログラミング、㈱
ワウワウ・コミュニケーション
ズ、㈱ワウワウ・マーケティン
グの３社であります。 

 
 
㈱ワウワウプログラミング、㈱
ワウワウ・コミュニケーション
ズ、㈱ワウワウ・マーケティン
グの３社であります。なお、サ
ンセントシネマワークス㈱は当
連結会計年度中に清算いたしま
したので、連結の範囲から除い
ております。 

 (2) 非連結子会社 ㈱ワウワウ・ミュージック・イ
ン、ワウワウクラブ・ドットコ
ム㈱及び㈱ケータイワウワウの
３社であります。 
なお、これらの非連結子会社は
総資産、売上高、中間純損益お
よび利益剰余金等のいずれの観
点からみてもそれぞれ小規模で
あり、全体としても中間連結財
務諸表に重要な影響を及ぼして
おりません。 

㈱ワウワウ・ミュージック・イ
ン、㈱ケータイワウワウの２社
であります。 
なお、これらの非連結子会社は
総資産、売上高、中間純損益及
び利益剰余金等のいずれの観点
からみてもそれぞれ小規模であ
り、全体としても中間連結財務
諸表に重要な影響を及ぼしてお
りません。 
なお、ワウワウクラブ・ドット
コム㈱は当中間連結会計期間中
に清算いたしました。 

㈱ワウワウ・ミュージック・イ
ン、ワウワウクラブ・ドットコ
ム㈱及び㈱ケータイワウワウの
３社であります。 
なお、これらの非連結子会社は
総資産、売上高、当期純損益及
び利益剰余金等のいずれの観点
からみてもそれぞれ小規模であ
り、全体としても連結財務諸表
に重要な影響を及ぼしておりま
せん。 

２ 持分法の適用に関する
事項 

 (1) 持分法適用会社 

 
 

㈱シーエス・ワウワウ、㈱プラ
ット・ワンの２社であります。
なお、上記２社については、重
要性が増加したため当中間連結
会計期間から持分法を適用して
おります。 

 
 

㈱CS-WOWOW、㈱プラット・ワ
ン、㈱放送衛星システムの３社
であります。 
なお、㈱CS-WOWOWは、平成15年
6月に㈱シーエス・ワウワウか
ら商号を変更しております。 

 
 

㈱シーエス・ワウワウ、㈱プラ
ット・ワン、㈱放送衛星システ
ムの３社であります。 
なお、上記３社については、重
要性が増加したため当連結会計
年度から持分法を適用しており
ます。 

 (2) 持分法非適用会社 上記１(2)の非連結子会社３社
及び㈱放送衛星システム、㈱ビ
ーエス・コンディショナルアク
セスシステムズ等関連会社３社
であります。これらの持分法非
適用会社は、中間連結純損益及
び連結利益剰余金等に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体とし
ても重要性がないため、持分法
を適用しておりません。 

上記１(2)の非連結子会社３社
及び㈱ビーエス・コンディショ
ナルアクセスシステムズ、㈱メ
ルサットの２社であります。こ
れらの持分法非適用会社は、中
間連結純損益及び連結利益剰余
金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要性が
ないため、持分法を適用してお
りません。 

上記１(2)の非連結子会社３社
及び㈱ビーエス・コンディショ
ナルアクセスシステムズ、㈱メ
ルサットの２社であります。こ
れらの持分法非適用会社は、連
結純損益及び連結利益剰余金等
に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性がないた
め、持分法を適用しておりませ
ん。 

３ 連結子会社の中間決算
日(決算日)等に関する
事項 

連結子会社の中間決算日は中間
連結決算日と一致しておりま
す。 

同左 連結子会社の決算日は連結決算
日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する
事項 

 (1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法 

  ① たな卸資産 

 
 
 
 
番組勘定 個別法にもとづく原

価法によっておりま
す。 

 （会計方針の変更） 
 放送許諾期間が6ヶ月以下の
映画に関する番組勘定について
は、従来、初回放送日に一括し
て費用処理しておりましたが、
当該番組勘定は放送許諾期間中
数次にわたって放送され、平均
的に有料放送収入の獲得に貢献
しており、また、このような放
送許諾期間の短い番組の購入が
最近増加する傾向にあることを
踏まえ、番組費の期間配分をよ
り合理的にすることによって費
用収益の対応を図るため、当中
間連結会計期間よりすべての映
画に関する番組勘定を放送許諾
期間にわたって定額で費用処理
する方法に統一しております。
 この結果、従来の方法によっ
た場合に比べ、事業費のうち番
組費が428百万円減少し、営業
利益、経常利益及び税金等調整
前中間純利益は同額増加してお
ります。 

 
 
 
 

番組勘定 個別法にもとづく原
価法によっておりま
す。 

 

 
 
 
 

番組勘定 個別法にもとづく原
価法によっておりま
す。 

 （会計方針の変更） 
 放送許諾期間が6ヶ月以下の
映画に関する番組勘定について
は、従来、初回放送日に一括し
て費用処理しておりましたが、
当該番組勘定は放送許諾期間中
数次にわたって放送され、平均
的に有料放送収入の獲得に貢献
しており、また、このような放
送許諾期間の短い番組の購入が
最近増加する傾向にあることを
踏まえ、番組費の期間配分をよ
り合理的にすることによって費
用収益の対応を図るため、当連
結会計年度よりすべての映画に
関する番組勘定を放送許諾期間
にわたって定額で費用処理する
方法に統一しております。 
 この結果、従来の方法によった
場合に比べ、事業費のうち番組費
が436百万円減少し、営業利益、
経常利益及び税金等調整前当期純
利益は同額増加しております。
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期別 
項目 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

 貯蔵品  先入先出法にもとづ

く原価法によってお

ります。 

同左 

 

同左 

  ② 有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価格

等にもとづく時価法によっ

ております。(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法にもとづく原価

法によっております。 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に

もとづく時価法によってお

ります。(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

 

 

放送衛星、機械及び装置は定額

法、その他は定率法によってお

ります。ただし、平成10年４月

１日以降取得の建物(建物附属

設備は除く)は定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

放送衛星 10年

建物及び構築物 ３～50年

機械及び装置 ４～６年

その他 ２～20年
 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

  ② 無形固定資産 映画は定率法、その他は定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

映画 ２年

自社利用の 
ソフトウェア 

２～５年

その他 10～20年
 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 (3) 繰延資産の処理方法 新株発行費については、発生時

に全額費用として処理しており

ます。 

――――― 新株発行費については、発生時

に全額費用として処理しており

ます。 

    

 (4) 重要な引当金の計上

基準 

  ① 貸倒引当金 

 

 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 

 

同左 

 

 

同左 

  ② 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えて支

給見込額のうち当中間連結会計

期間の負担額を計上しておりま

す。 

 

従業員の賞与の支払に備えて支

給見込額のうち当中間連結会計

期間の負担額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

当社は、前連結会計年度末に、

管理職従業員の賞与制度を廃止

し、当中間連結会計期間から年

俸制を導入しております。この

ため、管理職従業員に関する賞

与引当金の計上は行っておりま

せん。 

従業員の賞与の支払に備えて支

給見込額のうち当連結会計年度

の負担額を計上しております。

 

（追加情報） 

当社は、当期末に、管理職従業

員の賞与制度を廃止し、来期か

ら年俸制することとなりまし

た。このため、管理職従業員に

関する賞与引当金の計上は行っ

ておりません。 

  ③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えて、中

間期末自己都合要支給額を計上

しております。 

同左 従業員の退職給付に備えて、期

末自己都合要支給額を計上して

おります。 

  ④ 役員退職慰労引当

金 

役員の退職慰労金の支払に備え

て役員退職慰労金規程にもとづ

く中間期末要支給額を計上して

おります。 

同左 役員の退職慰労金の支払に備え

て役員退職慰労金規程にもとづ

く期末要支給額を計上しており

ます。 
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期別 
項目 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

 (5) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 (6) 重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の

方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

 

 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

また、為替予約等が付されてい

る外貨建金銭債権債務等につい

ては、振当処理を行っておりま

す。 

さらに、ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップ等について

は、特例処理を採用しておりま

す。 

 

 

同左 

 

 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ

対象 

 

 ヘッジ手段  デリバティブ

取引(為替予

約取引等及び

金利スワップ

取引等) 

 ヘッジ対象  外貨建金銭債

権債務及び借

入金利息 

同左 同左 

  ③ヘッジ方針 為替リスクのあるものについて

は、為替予約等により、為替リ

スクをヘッジすることを基本と

しております。 

金利リスクのあるものについて

は、金利スワップ等により、金

利リスクをヘッジすることを基

本としております。 

同左 同左 

  ④ヘッジの有効性評価

の方法 

各取引ごとにヘッジの有効性の

評価を行うことを原則としてお

りますが、高い有効性があると

みなされる場合には、有効性の

評価を省略しております。 

同左 同左 

  ⑤その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係るもの 

 

取引の実行及び管理は「経理規

程」に従い、担当役員の承認を

得て資金担当部門にて行ってお

ります。 

同左 同左 
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期別 
項目 

前中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日 

    

(8) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための基本と

なる重要な事項 

   

  ①自己株式及び法定準

備金の取崩等に関す

る会計基準 

 

 
――――― 

 
――――― 

当連結会計年度から「企業会計

基準第１号 自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基

準」(平成14年2月21日 企業会

計基準委員会)を適用しており

ます。これによる当連結会計年

度の損益に与える影響はありま

せん。 

なお連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における

連結貸借対照表の資本の部及び

連結剰余金計算書については、

改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

  ②１株当たり情報 

 

――――― ――――― 「1株当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計基準第

２号)及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第

４号)が平成14年4月1日以降開

始する連結会計年度に係わる連

結財務諸表から適用されること

となったことに伴い、当連結会

計年度から同会計基準及び適用

指針によっております。なお、

これによる影響については、

「１株あたり情報に関する注

記」に記載しております。 

③消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左 同左 

    

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キ

ャッシュ・フロー計算

書)における資金の範

囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書上の現金及び現金同等物に

は、手許現金及び要求払預金の

ほか、取得日から３ヶ月以内に

満期の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期投資を計上

しております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書

上の現金及び現金同等物には、

手許現金及び要求払預金のほ

か、取得日から３ヶ月以内に満

期の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期投資を計上し

ております。 
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(追加情報) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(中間連結貸借対照表) 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り当中間連結会計期間から「資本準

備金」は「資本剰余金」と「欠損

金」は「利益剰余金」として表示し

ております。 

 

(中間連結剰余金計算書) 

１ 中間連結財務諸表規則の改正に

より当中間連結会計期間から中

間連結剰余金計算書を資本剰余

金の部及び利益剰余金の部に区

分して記載しております。 

２ 中間連結財務諸表規則の改正に

より当中間連結会計期間から

「欠損金期首残高」は「利益剰

余金期首残高」と「欠損金中間

期末残高」は「利益剰余金中間

期末残高」として表示しており

ます。 

   また、中間純利益については

「利益剰余金増加高」の内訳と

して表示しております。 

――――― ――――― 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

期別 
項目 

前中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前連結会計年度末 

平成15年３月31日現在 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

8,930百万円 9,629百万円 9,386百万円

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資

産 

 

建物 2,216百万円

機械及び装置 88百万円

定期預金 1,405百万円

なお、上記の他、放送衛星

(BSAT-1a)の保険金請求権に対

し、質権設定しております。 

 

建物 2,113百万円

機械及び装置 543百万円

工具器具備品  32百万円

定期預金 1,282百万円

なお、上記の他、放送衛星

(BSAT-1a)の保険金請求権に対

し、質権設定しております。 

 

建物 2,157百万円

機械及び装置 87百万円

定期預金 1,382百万円

なお、上記の他、放送衛星

(BSAT-1a)の保険金請求権に対

し、質権設定しております。 

 (2) 上記に対応する債務

額 

短期借入金 4,876百万円

１年以内返済予 
定の長期借入金 

1,222百万円

長期借入金 850百万円
 

短期借入金 1,000百万円

１年以内返済予
定の長期借入金

1,000百万円

長期借入金 5,000百万円
 

短期借入金 3,821百万円

１年以内返済予 
定の長期借入金 

1,129百万円

長期借入金 426百万円
 

 ３ 保証債務 金融機関からの借入金に対する

保証債務 

 関係会社 

㈱放送衛星 
システム 

4,985百万円
 

金融機関からの借入金に対する

保証債務 

 関係会社 

㈱放送衛星
システム 

4,370百万円
 

金融機関からの借入金に対する

保証債務 

 関係会社 

㈱放送衛星 
システム 

4,700百万円
 

 

(中間連結損益計算書関係) 

 

期別 
項目 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

※１ 販売費及び一般管理

費のうち主要なもの 

広告宣伝費 2,145百万円

代理店手数料 2,969 

人件費 1,749 

賞与引当金 
繰入額 

223 

退職給付費用 74 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

30 

貸倒引当金 
繰入額 

29 

  

 

広告宣伝費 2,318百万円

代理店手数料 3,152 

人件費 1,867 

賞与引当金 
繰入額 

54 

退職給付費用 51 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

30 

貸倒引当金 
繰入額 

87 

  

 

販売促進費 2,213百万円

広告宣伝費 4,215 

代理店手数料 6,306 

人件費 3,749 

賞与引当金 
繰入額 

119 

退職給付費用 187 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

64 

貸倒引当金 
繰入額 

63 

 

※２ 固定資産除却損の内

訳 

建物及び構築物 0百万円

機械及び装置 33 

工具器具備品 1 

放送衛星撤去費
用 

65 

計 100 
 

建物及び構築物 11百万円

機械及び装置 22 

工具器具備品 0 

計 34 
 

建物及び構築物 17百万円

機械及び装置 133 

工具器具備品 8 

ソフトウェア 27 

放送衛星撤去費
用 

65 

計 252 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

期別 
項目 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

現金及び現金同等物の中間

期末(期末)残高と中間連結

貸借対照表(連結貸借対照

表)に掲記されている科目

の金額との関係 

百万円

現金及び預金勘定 6,969

担保に供している定
期預金 

△1,405

現金及び現金同等物 5,564
 

百万円

現金及び預金勘定   5,362

担保に供している定
期預金 

△1,282

現金及び現金同等物 4,079
 

百万円

現金及び預金勘定   5,824

担保に供している定
期預金 

△1,382

現金及び現金同等物 4,442
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(リース取引関係) 

(単位：百万円) 

期別 
項目 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
 

取得価額 
相当額 

 
減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

機械及び 
装置 

6,231  1,924 4,307

有形固定 
資産 
その他 

1,100  587 513

ソフト 
ウェア 

546  192 354

合計 7,878  2,704 5,174

 

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

機械及び
装置 

7,949 3,200 4,748

有形固定
資産 
その他

1,030 731 298

ソフト
ウェア

562 309 252

合計 9,541 4,241 5,300

 

 
取得価額 
相当額 

 
減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械及び 
装置 

7,949  2,556 5,392

工具器具 
備品 

1,119  709 409

ソフト 
ウェア 

546  247 299

合計 9,614  3,514 6,100

  
 ② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年以内 1,338

１年超 4,111

合計 5,450
 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年以内 1,622

１年超 3,981

合計 5,603
 

② 未経過リース料期末残高相

当額 

１年以内 1,617

１年超 4,780

合計 6,398
 

 ③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 793

減価償却費相当額 679

支払利息相当額 138
 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 946

減価償却費相当額 811

支払利息相当額 139
 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,727

減価償却費相当額 1,479

支払利息相当額 293
 

 ④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方

法 

…リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

 利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物

件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各

期への配分方法について

は、利息法によっており

ます。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リ

ース取引 

未経過リース料 

１年以内 8

１年超 5

合計 13
 

未経過リース料 

１年以内 9

１年超 8

合計 17
 

未経過リース料 

１年以内 7

１年超 5

合計 13
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成14年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

区分 取得原価 
中間連結貸借対照表 

計上額 
差額 

 株式 162 279 117

合計 162 279 117

 

２ 時価評価されていない有価証券 

(単位：百万円) 

内容 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,160

子会社株式及び関連会社株式 5,215

合計 6,376

 

当中間連結会計期間末(平成15年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

区分 取得原価 
中間連結貸借対照表 

計上額 
差額 

 株式 62 46 △15

合計 62 46 △15

 

２ 時価評価されていない有価証券 

(単位：百万円) 

内容 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,157

子会社株式及び関連会社株式 4,910

合計 6,068
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前連結会計年度末(平成15年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：百万円) 

区分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

 株式 162 182 19

合計 162 182 19

 

２ 時価評価されていない有価証券 

(単位：百万円) 

内容 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,157

子会社株式及び関連会社株式 5,126

合計 6,284
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

 

前連結会計年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 
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(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

放送事業に関するサービスを行う単一事業のため、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間

及び前連結会計年度における事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

２ 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において本国(日本)以外の国ま

たは地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため記載しておりません。 

３ 海外売上高 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないた

め記載しておりません。 

 

(１株当たり情報) 

 

前中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１株当たり純資産額 

55,023.37円 

１株当たり中間純利益 

13,985.90円 

１株当たり純資産額 

42,285.25円

１株当たり中間純損失 

3,950.28円

１株当たり純資産額 

46,510.59円

１株当たり当期純利益 

5,344.45円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失が計上されているため、記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりませ

ん。 

 (追加情報) 

 当中間連結会計期間から「１株当

たり当期純利益に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成14年９

月25日 企業会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用して

おります。 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失金額の算定上の基礎 

 

項目 

前中間連結会計期間

(自 平成14年４月１日

至 平成14年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成14年４月１日

至 平成15年３月31日)

中間(当期)純利益 

又は中間純損失(△) 
(百万円) 1,400 △395 538

普通株主に帰属しない金額の 

主要な内訳 
(百万円)  

利益処分による役員賞与金  ― ― 3

普通株式に係る中間(当期)純利益 

又は中間純損失(△) 
(百万円) 1,400 △395 535

普通株式の期中平均株式数 (株) 100,122 100,122 100,122

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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(2) その他 

該当事項はありません。 
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２ 中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

平成14年９月30日現在

当中間会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 

平成15年３月31日現在
期別 

 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％ ％

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  4,344 3,339  3,217

２ 売掛金  1,167 1,262  1,165

３ 番組勘定  6,289 11,706  4,873

４ 貯蔵品  770 549  452

５ 前渡金  4,559 4,577  5,006

６ その他  706 670  427

貸倒引当金  △80 △83  △62

流動資産合計  17,758 40.5 22,023 47.5 15,081 37.3

   

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※1,2  

(1) 放送衛星  3,152 2,567  2,859

(2) 建物  2,428 2,298  2,355

(3) 構築物  36 38  33

(4) 機械及び装置  662 555  618

(5) その他  69 59  67

有形固定資産合計  6,349 14.5 5,518 11.9 5,934 14.7

   

２ 無形固定資産   

(1) 借地権  5,008 5,011  5,011

(2) ソフトウェア  1,689 1,160  1,421

(3) その他  89 81  276

無形固定資産合計  6,788 15.5 6,253 13.5 6,708 16.6

   

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券  1,439 1,203  1,339

(2) 関係会社株式  6,554 6,554  6,554

(3) 長期前渡金  4,250 4,250  4,250

(4) その他  1,453 604  576

貸倒引当金  △774 △52  △22

投資その他の資産合計  12,924 29.5 12,559 27.1 12,698 31.4

固定資産合計  26,062 59.5 24,331 52.5 25,341 62.7

資産合計  43,821 100.0 46,354 100.0 40,423 100.0
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(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

平成14年９月30日現在

当中間会計期間末 

平成15年９月30日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 

平成15年３月31日現在
期別 

 
科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％ ％

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  5,013 10,275  4,152

２ 短期借入金 ※２ 4,150 －  2,961

３ 
１年以内返済予定の 
長期借入金 

※２ 1,422 1,000  1,329

４ 未払費用  2,618 3,564  3,744

５ 前受収益  14,177 12,681  13,251

６ 賞与引当金  351 117  109

７ その他 ※３ 1,071 1,574  1,304

流動負債合計  28,804 65.7 29,214 63.0 26,853 66.4

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※２ 1,050 5,000  526

２ 長期未払金  2,632 2,097  2,404

３ 退職給付引当金  618 660  640

４ 役員退職慰労引当金  183 191  209

５ 子会社投資損失引当金  4,228 4,228  4,228

６ その他  161 141  277

固定負債合計  8,874 20.3 12,318 26.6 8,285 20.5

負債合計  37,679 86.0 41,532 89.6 35,139 86.9

   

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  11,381 26.0 11,381 24.6 11,381 28.2

Ⅱ 資本剰余金   

   資本準備金  10,956 10,956  10.956

資本剰余金合計  10,956 25.0 10,956 23.6 10.956 27.1

Ⅲ 利益剰余金   

   中間(当期)未処理損失  16,263 17,499  17,065

利益剰余金合計  △16,263 △37.1 △17,499 △37.8 △17,065 △42.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金  68 0.1 △15 △0.0 11 0.0

   資本合計  6,141 14.0 4,822 10.4 5,284 13.1

負債及び資本合計  43,821 100.0 46,354 100.0 40,423 100.0
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② 中間損益計算書 

(単位：百万円) 

前中間会計期間 

自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日

当中間会計期間 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
要約損益計算書 

自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

期別 
 

科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

  ％ ％ ％

Ⅰ 営業収益  31,211 100.0 29,913 100.0 61,940 100.0

Ⅱ 営業費用   

１ 事業費  17,916 18,049  37,429

２ 販売費及び一般管理費  11,403 12,508  23,273

計  29,319 93.9 30,557 102.2 60,703 98.0

営業利益又は営業損失
(△) 

 1,891 6.1 △643 △2.2 1,236 2.0

Ⅲ 営業外収益   

１ 受取利息  96 67  171

２ 為替差益  55 57  13

３ その他  40 76  67

計  192 0.6 201 0.7 252 0.4

Ⅳ 営業外費用   

１ 支払利息  82 55  147

２ 支払手数料  ― 91  ―

３ その他  0 8  1

計  83 0.3 156 0.5 148 0.2

経常利益又は経常損失
(△) 

 2,000 6.4 △598 △2.0 1,340 2.2

Ⅴ 特別利益 ※２ 25 0.1 204 0.7 66 0.1

Ⅵ 特別損失 ※３ 489 1.6 34 0.1 665 1.1

税引前中間(当期)純利益
又は税引前中間(当期)純
損失 

 1,536 4.9 △428 △1.4 740 1.2

法人税、住民税及び 
事業税 

 5 0.0 6 0.1 11 0.0

中間(当期)純利益又は中
間純損失(△) 

 1,530 4.9 △434 △1.5 729 1.2

前期繰越損失  17,794 17,065  17,794

中間(当期)未処理損失  16,263 17,499  17,065
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

期別 
項目 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

 (1) たな卸資産 

 

 

番組勘定 個別法にもとづく原

価法によっておりま

す。 

（会計方針の変更） 

 放送許諾期間が6ヶ月以下の

映画に関する番組勘定について

は、従来、初回放送日に一括し

て費用処理しておりましたが、

当該番組勘定は放送許諾期間中

数次にわたって放送され、平均

的に有料放送収入の獲得に貢献

しており、また、このような放

送許諾期間の短い番組の購入が

最近増加する傾向にあることを

踏まえ、番組費の期間配分をよ

り合理的にすることによって費

用収益の対応を図るため、当中

間会計期間よりすべての映画に

関する番組勘定を放送許諾期間

にわたって定額で費用処理する

方法に統一しております。 

 この結果、従来の方法によっ

た場合に比べ、事業費のうち番

組費が428百万円減少し、営業

利益、経常利益及び税引前中間

純利益は同額増加しておりま

す。 

 

 

番組勘定 個別法にもとづく原

価法によっておりま

す。 

 

 貯蔵品  先入先出法にもとづ

く原価法によってお

ります。 

同左 

 

 

番組勘定 個別法にもとづく原

価法によっておりま

す。 

（会計方針の変更） 

 放送許諾期間が6ヶ月以下の

映画に関する番組勘定について

は、従来、初回放送日に一括し

て費用処理しておりましたが、

当該番組勘定は放送許諾期間中

数次にわたって放送され、平均

的に有料放送収入の獲得に貢献

しており、また、このような放

送許諾期間の短い番組の購入が

最近増加する傾向にあることを

踏まえ、番組費の期間配分をよ

り合理的にすることによって費

用収益の対応を図るため、当事

業年度よりすべての映画に関す

る番組勘定を放送許諾期間にわ

たって定額で費用処理する方法

に統一しております。 

 この結果、従来の方法によっ

た場合に比べ、事業費のうち

番組費が436百万円減少し、営

業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は同額増加してお

ります。 

同左 

 (2) 有価証券 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法にもとづく原価法

によっております。 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に

もとづく時価法によってお

ります。(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等にもと

づく時価法によっておりま

す。(評価差額は、全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定) 

  時価のないもの 

  移動平均法にもとづく原価

法によっております。 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

 (1) 有形固定資産 

 

 

放送衛星、機械及び装置は定額

法、その他は定率法によってお

ります。 

ただし、平成10年４月１日以降

取得の建物(建物附属設備は除

く)は定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

放送衛星 10年

建物 ３～50年

構築物 10～25年

機械及び装置 ４～６年

その他 ２～20年
 

 

 

同左 

 

 

同左 
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期別 
項目 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 (2) 無形固定資産 定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

自社利用の 
ソフトウェア 

５年

その他 20年
 

映画は定率法、その他は定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

映画     ２年

自社利用の 
ソフトウェア

５年

その他 20年
 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 

同左 

 

同左 

 (2) 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えて支

給見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しております。

 

従業員の賞与の支払に備えて支

給見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しております。

(追加情報) 

当社は、前事業年度末に管理職

従業員の賞与制度を廃止し、当

中間会計期間から年俸制を導入

しております。このため、管理

職従業員に関する賞与引当金の

計上は行っておりません。 

従業員の賞与の支払に備えて支

給見込額のうち当事業年度の負

担額を計上しております。 

(追加情報) 

当社は、当事業年度末に管理職

従業員の賞与制度を廃止し、来

期から年俸制を導入することと

なりました。このため、管理職

従業員に関する賞与引当金の計

上は行っておりません。 

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えて、中

間期末自己都合要支給額を計上

しております。 

同左 従業員の退職給付に備えて、期

末自己都合要支給額を計上して

おります。 

 (4) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に備え

て役員退職慰労金規程にもとづ

く中間期末要支給額を計上して

おります。 

同左 役員の退職慰労金の支払に備え

て役員退職慰労金規程にもとづ

く期末要支給額を計上しており

ます。 

 (5) 子会社投資損失引当

金 

財務内容の悪化している子会社

に対して予想される支援その他

の負担に備えるため、当該子会

社の債務超過相当額を計上して

おります。 

同左 同左 

４ 外貨建ての資産および

負債の本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法    

①ヘッジ会計の方法 

 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

また、為替予約等が付されてい

る外貨建金銭債権債務等につい

ては、振当処理を行っておりま

す。 

さらに、ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップ等について

は、特例処理を採用しておりま

す。 

同左 同左 
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期別 
項目 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 

ヘッジ手段 デリバティブ取引

(為替予約取引等

及び金利スワップ

取引等) 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債

務及び借入金利息

同左 同左 

③ヘッジ方針 為替リスクのあるものについて

は、為替予約等により、為替リ

スクをヘッジすることを基本と

しております。 

金利リスクのあるものについて

は、金利スワップ等により、金

利リスクをヘッジすることを基

本としております。 

同左 同左 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

各取引ごとにヘッジの有効性の

評価を行うことを原則としてお

りますが、高い有効性があると

みなされる場合には、有効性の

評価を省略しております。 

同左 同左 

⑤その他のリスク管理方

法のうちヘッジ会計に

係るもの 

取引の実行及び管理は「経理規

程」に従い、担当役員の承認を

得て資金担当部門にて行ってお

ります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

   

 (1) 自己株式及び法定準

備金の取崩等に関す

る会計基準 

───── ───── 当事業年度から「企業会計基準

第１号自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」

(平成14年2月21日企業会計基準

委員会)を適用しております。

これによる当事業年度の損益に

与える影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借

対照の資本の部については、改

正後の財務諸表等により作成し

ております。 

(2) １株当たり情報 ───── ───── ｢１株当たり当期純利益に関す

る会計基準｣(企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第

４号)が平成14年4月1日以降開

始する事業年度に係わる財務諸

表から適用されることとなった

ことに伴い、当事業年度から同

会計基準及び適用指針によって

おります。 

(3) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左 同左 
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(追加情報) 

 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(中間貸借対照表) 
 中間財務諸表等規則の改正により
当中間会計期間から「資本準備金」
は「資本剰余金」の内訳と「欠損
金」は「利益剰余金」の内訳として
表示しております。 

───── ───── 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

期別 
項目 

前中間会計期間末 
平成14年９月30日現在 

当中間会計期間末 
平成15年９月30日現在 

前事業年度末 
平成15年３月31日現在 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

 百万円

 8,787
 

 百万円

 9,399
 

 百万円

 9,200
 

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資

産 

 

 百万円

建物 2,216

機械及び装置 88

尚、上記の他、放送衛星(BSAT-

１a)の保険金請求権に対し、質

権設定しております。 

 

 百万円

建物 2,113

機械及び装置 543

工具器具備品 32

尚、上記の他、放送衛星(BSAT-

１a)の保険金請求権に対し、質

権設定しております。 

 

 百万円

建物 2,157

機械及び装置 87

尚、上記の他、放送衛星(BSAT-

1a)の保険金請求権に対し、質

権設定しております。 

 (2) 上記に対応する債務

額 

 百万円

短期借入金 3,876

１年以内返済予定の
長期借入金 

1,222

長期借入金 850
 

 百万円

 

１年以内返済予定の

長期借入金 
1,000

長期借入金 5,000
 

 百万円

短期借入金 2,821

１年以内返済予定の

長期借入金 
1,129

長期借入金 426
 

※３ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

同左 ───── 

 ４ 保証債務 (1) 金融機関からの借入金に対

する保証債務 

 百万円

関係会社 

㈱放送衛星 
システム 

4,985

(2) 子会社の仕入債務に関する

先物為替予約の履行に対す

る保証 

 百万円

 (百万US$)

子会社 

㈱ワウワウ 
プログラミング 

8,562
(70)

 

金融機関からの借入金に対する

保証債務 

 百万円

関係会社 

㈱放送衛星 
システム 

4,370

───── 

(1) 金融機関からの借入金に対

する保証債務 

 百万円

関係会社 

㈱放送衛星 
システム 

4,700

(2) 子会社の仕入債務に関する

先物為替予約の履行に対す

る保証 

 百万円

 (百万US$)

子会社 

㈱ワウワウ 
プログラミング 

931
(8)

 

 

(中間損益計算書関係) 

 

期別 
項目 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 １ 減価償却実施額  百万円

有形固定資産 527

無形固定資産 293
 

 百万円

有形固定資産 508

無形固定資産 265
 

 百万円

有形固定資産 1,054

無形固定資産 591
 

 百万円

投資有価証券売却益 166

関係会社清算分配金 38

 
 

※２ 特別利益のうち主要

なもの 

 百万円

貸倒引当金戻入益 25

 
 

 

 百万円

投資有価証券売却益 3

貸倒引当金戻入益 63

 
 

※３ 特別損失のうち主要

なもの 

 百万円

機械及び装置除却損 33

放送衛星撤去費用 65

投資有価証券評価損 59

関係会社株式評価損 116

貸倒引当金繰入額 212
 

 百万円

建物除却損 11

機械及び装置除却損 22

工具器具備品除却損 0

 

 
 

 百万円

建物除却損 3

機械及び装置除却損 133

工具器具備品除却損 5

放送衛星撤去費用 65

投資有価証券評価損 59

関係会社株式評価損 199

関係会社整理損 197
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(リース取引関係) 

(単位：百万円) 

期別 
項目 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
 

取得価額 
相当額 

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

機械及び
装置 

6,231 1,924 4,307

有形固定
資産 
その他 

605 322 283

ソフト 
ウェア 

61 29 32

合計 6,898 2,276 4,622

  

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

機械及び
装置 

7,949 3,200 4,748

有形固定
資産 
その他

597 437 159

ソフト
ウェア

82 55 26

合計 8,629 3,694 4,934

  

 
取得価額 
相当額 

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械及び
装置 

7,949 2,556 5,392

工具器具 
備品 

624 398 226

ソフト 
ウェア 

61 36 25

合計 8,635 2,991 5,643

 

 ② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年以内 1,152

１年超 3,719

合計 4,871
 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年以内 1,453

１年超 3,758

合計 5,211
 

② 未経過リース料期末残高相

当額 

１年以内 1,433

１年超 4,480

合計 5,913
 

 ③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 682

減価償却費 
相当額 

578

支払利息相当額 126
 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 845

減価償却費 
相当額 

719

支払利息相当額 131
 

③ 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,512

減価償却費 
相当額 

1,284

支払利息相当額 270
 

 ④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方

法 

  ……リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。 

 ・利息相当額の算定方法 

  ……リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法

については、利息法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

 

 

 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

 

 

 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リ

ース取引 

未経過リース料 

１年以内 8

１年超 5

合計 13
 

未経過リース料 

１年以内 9

１年超 8

合計 17
 

未経過リース料 

１年以内 7

１年超 5

合計 
13
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関係会社株式に時価の

あるものはありません。 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

(2) その他 

該当事項はありません。 
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第６ 提出会社の参考情報 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

 
事業年度 
(第19期) 

 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

 
平成15年６月25日 
関東財務局長に提出 

 
有価証券報告書 
の訂正報告書 

 
事業年度 
(第19期) 

 
自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

 
平成15年８月７日 
関東財務局長に提出 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 

該当事項はありません。 
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